
７．アンケート結果 

 

（１）当事者へのアンケート結果 
 

①調査の目的                       

 東日本大震災で、特に被害が大きかった岩手県・宮城県・仙台

市・福島県に在住する視覚障害者の災害発生時とその避難生活で

どのような状況に置かれたのか、また困ったことは何かを分析す

ることを目的とした調査。 

 

②調査の実施方法                     

 日本盲人会連合加盟団体（岩手県・宮城県・仙台市・福島県）

の会員に対して、墨字と点字調査票によるアンケート調査を実施。 

○調査期間：平成２３年１２月２７日（火）から 

平成２４年１月２５日（水） 

○調査依頼数：８０件 

 

③調査項目                         

問１．あなたの性別をお教え下さい。 

  １．男  ２．女 
 

問２．ご家族に晴眼者の方はいますか。 

  １．います  ２．いません 
 

問３．救援活動を円滑に行う為に、災害時にあなたが視覚障害（要

援護者）であるという個人情報を開示してもかまいませんか。 

  １．開示してもよい  ２．開示されては困る 
 

問４．今回の災害でどのような被害を受けましたか。 

  １．全壊 ２．半壊 ３．流失 ４．床上・床下浸水 

  ５．原発等による退去  

６．その他（                   ） 
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問５．今回の震災の発生及び状況をどのようにして知りましたか。 

  １．近所の人から知らされた 

  ２．ＴＶ・ラジオの放送で知った 

  ３．自治体からの広報で知った 

  ４．その他（              ） 
 

問６．現在は、どこにお住まいですか。 

  １．自宅 ２．仮設住宅 ３．知人・親戚宅 

  ４．その他（                  ） 
 

問７．避難所生活で、困ったことについて、お答え下さい。 

１）トイレについて困ったことは次のうちどれですか。 

  １．トイレの場所  ２．トイレの使用方法 

  ３．トイレへの移動 ４．その他（       ） 

２）食事について困ったことは次のうちどれですか。 

  １．配給等の情報 ２．入手できなかった 

  ３．飲食場所 

  ４．その他（                   ） 

３）移動について困ったことは次のうちどれですか。 

  １．外出ができなかった   

  ２．避難所内で身動きがとれなかった  

  ３．移動するときに手引きの支援が受けられなかった    

  ４．その他（                   ） 
 

問８．避難所での支援のあり方についての希望を教えてください。 

  １．個別支援員の配置  ２．個別の情報伝達 

  ３．その他（                   ） 
 

問９．第２次避難所（ないしは福祉避難所）についてお聞きしま

す。 

１）第２次避難所（ないしは福祉避難所）に移動しましたか。 

  １．はい  ２．いいえ 
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２）塩原や国リハなどの視覚障害関連施設が避難所に指定され

たことを知っていましたか。 

  １．知っていた  ２．知らなかった 

３） ２）の回答で、知っていた方にお聞きします。そこへは

避難しましたか。避難しなかった方は理由をお聞かせくだ

さい。 

  １．避難した  ２．避難しなかった 

  避難しなかった理由（               ） 
 

問１０．現時点で、外出において、必要な援助についてお答えく

ださい。 

  １．平成２３年１０月１日から実施された同行援護事業によ

る支援で足りている 

  ２．利用時間が足りないので増加してほしい 

  ３．鍼灸マッサージの出張治療の際の介助 

  ４．その他（                 ） 
 

問１１．現時点で、仕事に復帰できていますか。できていない場

合は、理由もお聞かせください。 

  １．自宅での開業を再開している 

  ２．鍼灸マッサージを含む勤務に就いている 

  ３．その他（                   ） 

  ４．未だ求職中である 

（理由                    ） 
 

問１２．今回の震災で国、自治体、団体等からの支援で役立った

ものは何ですか。 

  １．義援金 

  ２．食料 

  ３．補装具または日常生活用具（具体的に      ） 

  ４．その他の支援物資（              ） 
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問１３．今回の震災で視覚障害者のために国や自治体にしてもら

いたいことは何ですか 
 

問１４．その他被災生活に関連して要望事項があればご自由にお

書きください。 

 

④調査結果：有効回答数７８件               

（岩手県１３件 福島県１６件 宮城県２９件 仙台市２０件） 
 

問１．性別 

１．男 ４８名（６２％） ２．女 ３０名（３８％） 
 

問２．家族に晴眼者の方はいるか。 

 １．いる ５７名（７３％） ２．いない ２０名（２６％） 

※無回答１名 
 

問３．救援活動を円滑に行う為に災害時に個人情報を開示しても

よいか。 

１．開示してもよい ７６名（９７％） 

２．開示されては困る １名（ １％） 

※無回答１名 
 

問４．今回の災害でどのような被害を受けたか。 

（複数回答可） 

１．全壊 ３４名（４４％）

２．半壊 ２４名（３１％）

３．流出    ２名（ ３％） 

４．床上・床下浸水 １５名（１９％）

５．原発等による退去 ９名（１２％）

６．その他 １２名（１５％）

その他の回答 

・大規模半壊。 ・被害は特に無かった。 ・職場が半壊。 
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問５．今回の震災発生及び状況をどのようにして知ったか。 

                    （複数回答可） 

１．近所の人から知らされた １６名（２１％）

２．ＴＶ・ラジオの放送で知った ４８名（６２％）

３．自治体からの広報で知った ９名（１２％）

４．その他 １９名（２４％）

その他の回答 

・携帯電話で知った。 ・家族から教えてもらった。 

・地震が発生したことで揺れにより気付いた。 
  

問６．現在何処に住んでいるか。 

                    （複数回答可） 

１．自宅 ３６名（４６％）

２．仮設住宅 ２０名（２６％）

３．親戚・知人宅    ２名（ ３％） 

４．その他 ２１名（２７％）

その他の回答 

・借り上げ住宅。 ・民間のアパート、マンション。 

・市営住宅。 ・特別養護老人ホーム。 
 

問７．避難所生活で困ったことについてお答えください。 

１）トイレについて困ったことは次のうちどれですか。 

                    （複数回答可） 

１．トイレの場所 ３５名（４５％）

２．トイレの使用方法 ２２名（２８％）

３．トイレへの移動 ３７名（４７％）

４．その他 １６名（２１％）

その他の回答 

・トイレが汚れている。 

・使用中のトイレでノックをしても返してくれない。 

・断水のため不衛生。 
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２）食事について困ったことは次のうちどれですか。 

                    （複数回答可） 

１．配給等の情報 ２４名（３１％）

２．入手できなかった １７名（２２％）

３．飲食場所    ６名（ ８％）

４．その他 ２０名（２６％）

※無回答 １０名 

その他の回答 

・避難所には行かなかった。 

・家族が一緒だったので特に不自由なことはなかった。 

・お店に入っても買えなかった。 

・食事の袋を開封することができなかった。 

・食事をもらう際に上手く受け取れなくてこぼしてしまった。 

 

３）移動について困ったことは次のうちどれですか。 

                      （複数回答可  ）

１．外出ができなかった ２７名（３５％）

２．避難所内で身動きがとれなかった ２６名（３３％）

３．移動するときに手引きの支援が受けら

れなかった 

１０名（１３％）

４．その他 １５名（１９％）

※無回答１０名 

その他の回答 

・避難所には行かなかった。 

・視覚障害者は晴眼者と違うことを理解して欲しい。 

・現在の避難所では個別の支援が望めない。 

・近くの道路の被害状況がわからなかった。 
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問８．避難所での支援のあり方についての希望を教えて下さい。 

                      （複数回答可） 

１．個別支援員の配置 ３９名（５０％）

２．個別の情報伝達 ３９名（５０％）

３．その他 ８名（１０％）

その他の回答 

・避難所には行っていない。 

・視覚障害者向けの指定避難所を作って欲しい。 
 

問９．第２次避難所（ないしは福祉避難所）について。 

１）第２次避難所に移動したか。 

１．はい １５名（１９％） ２．いいえ ５４名（６９％） 

※無回答９名 

 

２）塩原や国リハなどの視覚障害関連施設が避難所に指定され

たことを知っていたか。 

１．知っていた ７名（９％）  

２．知らなかった ６３名（８１％） 

※無回答８名 

 

３） ２）の回答で知っていた方は避難したか。 

１．避難した ０名 ２．避難しなかった ７名 
 

問１０．現時点で外出において必要な援助についてお答えください。 

                      （複数回答可） 

１．平成２３年１０月１日から実施された同行

援護事業による支援で足りている。 

１６名（２１％）

２．利用時間が足りないので増加して欲しい  ８名（１０％）

３．鍼灸マッサージの出張治療の際の介助  ４名（ ５％）

４．その他 ３４名（４４％）

※無回答２４件 
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その他の回答 

・家族が手助けできない時に援助をして欲しい。 

・補助があることを知らなかった。 

・バスの増便、鉄道の早期復旧をして欲しい。 

・行政から特に支援を受けていない。 
 

問１１．現時点で仕事に復帰できているか。 

１．自宅での開業を再開している １４名（１８％）

２．鍼灸マッサージを含む勤務についている  ７名（ ９％）

３．その他 ２４名（３１％）

４．未だ求職中である ２１名（２７％）

※無回答１２名 

その他の回答 

・仮設住宅なので治療できるスペースがない。 

・テナントを借りて営業している。 

・廃業してしまった。 

・施設はあるが設備が整っていない。 

・在宅マッサージで働いている。 
 

問１２．今回の震災で国、自治体、団体等からの支援で役立った

ものはなにか。 

                      （複数回答可） 

１．義援金 ６８名（８７％）

２．食料 ２２名（２８％）

３．補装具または日常生活用具 ２５名（３２％）

４．その他の支援物資 １４名（１８％）

役立った補装具または日常生活用具 

・音声時計。 ・折り畳み式の白杖。 

・拡大読書機。 ・点字器。 ・プレックストーク。 ・ラジオ。 

役立ったその他の支援物資 

・衣料。 ・家電。 ・レトルト食品。 

・点字による被災者支援情報。 
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問１３．今回の震災で視覚障害者のために国や自治体にしてもら

いたいことは何か。 

・個別支援員の配置（できれば車の運転もして欲しい。） 

・各支援制度や生活関連等、情報の音訳、点訳をして欲しい。 

・視覚障害者で特に一人暮らしの人を自治体は早く把握して避難

したかどうか安否確認をして欲しい。 

・同行援護事業について、震災時は利用条件等を緩和して欲しい。 

・障害種別ごとの福祉避難所を設置して欲しい。 

・治療院開業者に対する再建のバックアップをして欲しい。 

・信号機など生活道路の早期整備復旧をして欲しい。 

・視覚障害者に対して情報伝達が無かったので、支援体制を考 

え、今後は自宅に訪問して情報伝達をして欲しい。 

・国からの支援金の増額をして欲しい。 

・避難指示、誘導、安否確認をして欲しかった。 

・自治体から視覚障害者に対して何の手助けもなかったので、要

援護者に対して支援して欲しい。 

・視覚障害者にも公営住宅の早期建設と入居を実行して欲しい。 
 

問１４．その他被災生活に関連して要望事項があれば自由にお書

きください。 

・仮店舗で働いているが、今後は復興住宅の中で仕事をしたい。 

・仮設住宅での生活で、目印になるものがない。 

・賃貸マンションで生活をする者には、避難所のようにコミュニ

ケーションをとる手段がなく、孤独を感じたので何らかの訪問

型の相談援助が欲しい。 

・視覚障害者のための専用避難所を設置して欲しい。 

・障害者に対する福祉サービスを充実させ安定した日常生活が 

送れるように配慮して欲しい。街づくり事業を早急に開始し、

災害公営住宅等を建設してほしい。 

・相談する窓口が多いので、できれば同じ人で生活から心の面ま

で何でも相談、支援してくれる方がいると助かる。 
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・避難所内において近くにいた方に援助を求めても「万が一怪我

をさせたらいけないので手伝えないですよ」と断られて、大変

困ってしまったので、障害者専用の場所を設けて欲しい。 

・「ここに連絡をしたら絶対安心」という場所が欲しい。今回の

震災での避難場所は病院で身の安全を確保できたが、避難所で

ないため食事をとることができず、５日間食べることができな

かった日々を思い出すと辛いものがある。 

・部屋が狭すぎて視覚障害のため（中途失明）動きが取れずスト

レスがたまりやすい。仕事もできず、この冬外にも出られず精

神状態が悪くうつになりそう。（仮設住宅、避難地での生活を

余儀なくされている人々（特に障害者を含む災害弱者）に対す

る心のケアを考えていただきたい。） 

・日盲連からもらった義援金は役に立った。生活再建のために義

援金をきちんと貰えるようにして欲しい。 

・治療所の修繕工事に際し、鍼灸は医療分野とされて、事業所修

繕費の補助が受けられないことに愕然とした。 

・視覚障害者も要援護者になるという情報を発信して欲しい。 

・津波の場合は、携帯ラジオが一番頼りになった。 

・タクシー乗車もあるが、乗り降りが早くできないと、嫌な顔を

されたので、福祉関係の方からの送迎でも受けることができた

ら助かった。 

 

⑤アンケート調査結果の分析について             

○災害時の個人情報について 

 アンケート調査結果からは、７８名中、７６名（９７％）の視

覚障害者が、個人情報を開示してもよいという回答であった。 

 東日本大震災発生後、視覚障害者団体では安否確認のために個

人情報の開示を求めたものの、個人情報保護法と、障害者手帳が

県の管轄であること等の理由から、被災した自治体に住む視覚障

害者の名簿を入手することはできなかった。そのため、視覚障害
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者団体の会員以外の多くの方が、どのような被害を受けているの

か正確な情報を得ることができなかった。１人でも多くの被災し

た視覚障害者が、適切な支援を受けられるようにするためには個

人情報の開示が必要である。 

 一方、個人情報の開示については、自分の名簿が流れることに

不安を感じる人もあるが、何よりも大切な命を守ることを最優先

するためにも、災害時には、個人情報を開示する必要性について、

理解を求めていくことも重要である。 

 

○災害の発生状況の入手先について 

 災害の発生情報の入手について、テレビ・ラジオからの放送に

より入手した人が４８名（６２％）と最も多かった。緊急時に、

視覚障害者に情報を提供するときに最も確実な情報提供手段は、

テレビ・ラジオではないかと考えられる。 

 今回の災害発生及び状況をどのようにして知ったかについて、

自治体からの広報で知った人は、９名（１２％）であった。日常

的に自治体の広報を情報源としている人が少ない中、今回の災害

に対する当事者からの要望では、自治体に情報提供の拡充として、

ホームページなどによる情報提供のみではなく、音訳や点訳によ

る個別の情報提供を行って欲しいという意見がみられた。 

 自治体の視覚障害者への情報提供について、自治体が行ってい

る情報提供と、視覚障害者が求めている情報提供には差があり、

視覚障害者は自治体による情報提供を頼りにしたくても頼りに

しにくい点が伺える。 

 

○避難所生活で困ったことについて 

 避難所生活において、トイレに行きたいときにどうするかとい

う問題が一番にあげられ、その問題点はトイレの場所やトイレへ

の移動が最も多く、それぞれ約５０％の回答であった。それ以外

の問題として、トイレの使用方法による回答が２２名（２８％）
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あり、その他、トイレが汚れている、断水のため不衛生という意

見もあった。以上のことから視覚障害者は、トイレに行くことが

大変で、さらにトイレにたどり着いても、使用方法がわからずに

大変であり、トイレに関しては非常に問題が多かった。 

 避難所での食事では、情報入手について困った人が２４名 

（３１％）おり、避難所での情報がうまく入手できない人もいた。

また、食事を入手できても、食事の袋を開封することができな 

かったり、食事をうまく受け取れなくてこぼしてしまったりした

人もいた。 

 トイレや食事について、トイレに連れて行けば終わり、食事を

渡せば終わりではなく、どうしたらトイレをきちんと使うことが

できるか、食事をきちんと食べられることができるかまで、配慮

が必要となる。 
 

○第２次避難所（福祉避難所）について 

 今回の災害にあたり、視覚障害者の避難先として第２次避難所

の存在の必要性がクローズアップされたが、実際に第２次避難所

に避難した人はどれくらいいるのか、第２次避難所の存在を知っ

ていたかについて調査を行ったところ以下の結果が出た。 

 第２次避難所に避難した人は、１５名（１９％）で、避難しな

かった人は５４名（６９％）だった。また、塩原や国リハなどの

視覚障害者関連施設が避難所に指定されたことを知っていた人

は７名（９％）のみであった。さらに、上記施設が避難所に指定

されたことを知っていても、実際に避難をした人は１人もいな 

かった。 

 ほとんどの人が、避難所に視覚障害者関連施設が指定されてい

たことを知らなかったことから、視覚障害者への情報提供が十分

にされていないことが伺える。また、存在を知っていても避難し

た人がいなかったことから、視覚障害者関連施設を避難所に指定

するのみではなく、実際に被災した視覚障害者が避難しやすいよ

うにすることが必要である。  
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（２）自治体へのアンケート結果 

①調査の目的                            

 東日本大震災において行政が、地域の視覚障害者やその支援団

体に対して、どのように支援したのかを分析するための調査。 

 

②調査の実施方法                          

 岩手県・宮城県・仙台市、福島県の自治体に、調査票を郵送し、

回答をメールまたはファックスで受けた。 

○調査期間：平成２３年１２月２７日（火）から 

平成２４年１月２５日（水） 

      ※平成２４年２月１５日（水）まで延長 

○調査依頼数：１２４件 

○調査対象：岩手県、宮城県、仙台市、福島県の行政 

 

③調査項目                         

・自治体名 担当課 回答者 電話番号  

問１．被災した視覚障害者の安否確認についてお伺いします。貴

自治体ではどのように安否確認を行いましたか。 

１）行政や社会福祉協議会の職員、民生委員による見まわり。 

２）電話やメール・ファックス。 

３）特にしていない。 

４）その他（自由記述）。 

 

問２．視覚障害者の支援団体が被災者の支援活動を行う上で、貴

自治体に対しどのような協力を求めましたか。 

１）名簿の開示・提供を求められた。 

２）支援物資の配付を求められた。 

３）要求がなかった。 

４）その他（自由記述）。 
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問３．問２の要求に対して貴自治体では応じることができました

か。 

１）名簿の開示・提供に応じることができた。 

２）支援物資の配付に応じることができた。 

３）その他の要求について応じることができた。 

４）応じることはできなかった（以下にその理由を記述して下 

さい）。 

 

問４．貴自治体の避難所では、食事や支援物資の配付方法等につ

いてどのように情報提供しましたか。 

１）掲示板などに案内を貼りつけた。 

２）担当者のアナウンス。 

３）その他（自由記述）。 

 

問５．貴自治体では避難所にいる視覚障害者に対して視覚障害の

特性に配慮し、どのような支援をしましたか。 

１）避難所内に福祉のスペースを設ける。 

２）移動時における個別援助者の配置。 

３）食事や支援物資を直接配付。 

４）その他（自由記述）。 

 

問６．第２次避難所についてお伺いします。 

１）貴自治体では第２次避難所を設置していましたか。 

   ①はい          ②いいえ 

２）１）で①はいと回答した自治体にお伺いします。 

   ①第２次避難所はどのような施設ですか（施設名称） 

②視覚障害者は第２次避難所へはどのような手順で移動

しましたか 

３）１）で②いいえと回答した自治体にお伺いします。 

   貴自治体では何故第２次避難所を設置しなかったのです

か（自由記述） 
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問７．仮設住宅の入居についてお伺いします。視覚障害者に対す

る仮設住宅の入居については優先的な入居や、利便性の高い場

所を提供するなどどのような配慮をしていますか。 

 

問８．自宅が倒壊や流失してしまった視覚障害者に対してどのよ

うな援助をしていますか。 

 

問９．今回の震災を受けて、貴自治体では視覚障害者に対して災

害時に改めてどのような支援が必要だと考えますか。 

 

④調査結果：有効回答数８６件               

 

 調 査 票

発 送 

調 査 票

回 収 

調 査 票

回収率 

 調 査 票

発 送 

調 査 票

回 収 

調査票 

回収率 

岩手県 ３１件 ２４件 ７７％ 仙台市 １件 １件 １００％

宮城県 ３４件 ２９件 ８５％ 福島県 ５８件 ３２件 ５５％
 

問１．被災した視覚障害者の安否確認についてお伺いします。貴

自治体ではどのように安否確認を行いましたか。 

（複数回答可） 

１.行政や社会福祉協議会の職員、民生委員 ５８件（６７％）

による見まわり 

２.電話やメール・ファックス １３件（１５％）

３.特にしていない １１件（１３％）

４.その他（具体的に記入して下さい） １５件（１７％）
 

その他の回答 

・在宅の視覚障害者手帳所持者全員に対し、県・市・県外から派

遣された相談支援専門員が被災状況等の調査を実施した。 

・支援団体と協力して実施した。 

・障害者全体に対して見まわりをした。 

・防災組織による見まわり。 
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問２．視覚障害者の支援団体が被災者の支援活動を行う上で、貴

自治体に対しどのような協力を求めましたか。 

１.名簿の開示・提供を求められた  ９件（１０％） 

２.支援物資の配付を求められた ２件（ ２％） 

３.要求がなかった ６５件（７６％） 

４.その他（具体的に記入して下さい） ５件（ ６％） 

５.無回答 ５件（ ６％） 
 

その他の回答 

・視覚障害者福祉団体の会員の安否確認。 

・震災時の視覚障害者に対する要望書の提出があった。 

（事前の対策、災害発以後の対策、避難所における配慮、住宅等

への配慮等。 

・補装具等の利用者に対し支援がある旨を伝えて欲しいという依

頼を受けた。 

・申し入れはあったが相談支援専門員が支援活動を行っていたた

め辞退。 
 

問３．問２の要求に対して貴自治体では応じることができました

か。 

１.名簿の開示・提供に応じることができた ９件中 

８件（ ８９％）

２.支援物資の配付に応じることができた ２件中 

２件（１００％）

３.その他の要求について応じることができ ５件中 

た ３件（ ６０％）

４. 応じることはできなかった １６件中 

（以下にその理由を記述して下さい） ２件（ １３％）
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問４．貴自治体の避難所では、食事や支援物資の配付方法等につ

いてどのように情報提供しましたか。 

                     （複数回答可） 

１．掲示板などに案内を貼りつけた ３４件（４０％） 

２．担当者によるアナウンス ４６件（５３％） 

３．その他（具体的に記入して下さい） １６件（１９％） 
 

その他の回答 

・個別に手渡した。 

・避難所を設けていない。 

・避難所に視覚障害者はいなかった。 

・詳細がわからない。 

・毎日連絡会を開き、情報を提供した。 

・社会福祉協議会職員、民生委員に必要な分だけ申請してもらう。
 

問５．貴自治体では避難所にいる視覚障害者に対して視覚障害の

特性に配慮し、どのような支援をしましたか。 

                     （複数回答可） 

１．避難所内に福祉のスペースを設ける ４件（ ５％） 

２．移動時における個別援助者の配置 ８件（ ９％） 

３．食事や支援物資を直接配付 １６件（１９％） 

４．その他（具体的に記入して下さい） ４４件（５１％） 

その他の回答 

・避難所に、視覚障害者がいなかった。 

・特に何もしていない。 

・行政として特段の配慮はしていないが、周りの避難者が支援を

行っていた。視覚障害者で身体介護が必要な人は福祉避難所へ

移送して応対した。 

・家族等の協力もあったので特別な支援はしていない。 
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・各避難所が個別に対応した。保健師が各避難所を巡回し、障害

者や高齢者で普通の避難所で難しい方は、福祉施設へ移送し

た。 

・避難所の担当職員やボランティアによる支援。 
 

問６．第２次避難所についてお伺いします。 

１）貴自治体では第２次避難所を設置していましたか。 

１.はい ３１件（３６％） ２.いいえ ４９件（５７％）
 

※無回答６件 

２）第２次避難所はどのような施設ですか。（施設の種類を含め）

                      （３１件中） 

１．社会福祉施設、高齢者施設、老人福祉 １４件（４５％） 

センター 

２．体育館・公民館 ７件（２３％） 

３．ホテル・民宿・旅館等 ７件（２３％） 

４．地区集会所・ホール ３件（１０％） 
 

３）１）で②いいえと回答した自治体にお伺いします。 

 貴自治体では何故第２次避難所を設置しなかったのですか。 

主な意見 

・被害が最小限で済んだため。 

・１次避難所で対応可能であったため。 

・多くの人が自宅へ戻ることができた。 
  

問７．仮設住宅の入居についてお伺いします。視覚障害者に対す

る仮設住宅の入居については優先的な入居や、利便性の高い場

所を提供するなどどのような配慮をしていますか。（具体的に

記入して下さい） 

・仮設住宅入居抽選に際し、障害者や高齢者に優先的に入居でき

るように配慮した。 

・交通の便がよい地区の仮設住宅へ優先的に入居してもらった。
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・手すりやスロープ等の設置をした。 

＜その他の自治体＞ 

・仮設住宅を設置していない。 

・視覚障害者がいなかった。 

・子供がいる家庭などを優先せざるをえず、利便性までは配慮で

きなかった。 
 

問８．自宅が倒壊や流失してしまった視覚障害者に対してどのよ

うな援助をしていますか。（具体的に記入して下さい） 

・支援や義援金の配付。 

・町営住宅への優先入居。 

・相談支援。 

＜その他の自治体＞ 

・該当者なし。 

・自宅の倒壊や流失してしまった方はなし。 

・関係福祉団体と協力、自立支援介護給付サービスの提供。 
 

問９．今回の震災を受けて、貴自治体では視覚障害者に対して災

害時に改めてどのような支援が必要だと考えますか。（具体的

に記入して下さい） 

・対象者の把握と地域での支え合い。 

・災害発生時における情報提供。 

・職員等の直接訪問による安否確認。 

・避難所での障害担当の職員の配置、個室の確保、用具の提供。

・障害特性による支援。 

・人員支援。 

・視覚障害者だけの避難所の確保。 

 

⑤アンケート調査結果の分析について            

○視覚障害者の支援団体からの要望について 

アンケート調査結果から、６５件（７６％）の自治体が、視覚 
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障害者の支援団体から援助は求められなかったという回答が

あった。 

 また、要望があった団体に関しては、名簿の開示・提供に応じ

た自治体が（８９％）、支援物資を配付した自治体が（１００％）

という高い割合で要望に応じているという結果になっている。各

視覚障害者団体からは、自治体に対し、名簿の開示・提出を求め

ても要求に応じてくれなかったという意見が多数あった。自治体

と、視覚障害者団体との双方の間に認識の違いがあることが見ら

れる。以上のことから、団体と自治体間での認識の差を埋めるこ

とが必要であると考えられる。 

 

○避難所における支援について 

 避難所における支援について、各自治体では、視覚障害者にど

のように情報提供を行い、どのような支援を行っていたか調査を

行った。 

 その結果、担当者によるアナウンスを行った自治体が４６件

（５３％）と最も多く、次いで、掲示板などに案内を貼りつけた

が３４件（４０％）だった。担当者によるアナウンスも、掲示板

に貼ったときのみでは、十分な情報提供といえず、また、掲示板

などに案内を貼りつけるのみでは、視覚障害者は情報を得ること

ができない。 

 また 、 避 難 所 内 に 福 祉 の スペースを設けた自治体は４件

（５％）、移動時における個別援助者の配置をしている自治体は

８件（９％）、食事や支援物資を直接配付している自治体は１６

件（１９％）と避難所において視覚障害者に支援を行っている自

治体は少なかったことわかる。 

 

○第２次避難所について 

 視覚障害者は通常指定されている避難所では、長い間生活する

ことが困難であり、そのため要援護者は、各自治体に、第２次避
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難所の設置を求めている。 

 このことから、各自治体が第２次避難所を設置しているのかど

うか、また、第２次避難所においてどのような施設を提供してい

るか調査を行った結果、第２次避難所を設置している自治体は３

１件（３６％）のみであった。第２次避難所として設置されてい

た施設の多くが社会福祉施設等１４件（４５％）であり、視覚障

害者が望む第２次避難所として適している場合が多かったこと

からも、第２次避難所の設置を自治体に強く求めて行くことが重

要だといえる。 

 

（３）当事者及び自治体を合わせた分析結果 

 

１．災害に関する情報提供について 

 視覚障害者が災害の状況を知る方法として、自治体からの広報

により情報を得た人は、全体の１２％と少ない数字だった。主な

情報源としては、やはり、テレビ、ラジオが６２％と最も多かっ

た。 

 避難所内での食事について配給等の情報がわからずに困った

人が３１％と最も多かったことに対し、避難所での情報提供は担

当者によるアナウンスが５３％と最も多く、次いで掲示板などに

案内を貼り付けた自治体が４０％であった。 

 また、第２次避難所については、知らないと答えた視覚障害者

は全体の８１％であった。第２次避難所を設置している自治体は

３６％と、低いこともあり、多くのの視覚障害者が第２次避難所

を知らなかった。墨字で作成された広報誌や張り紙による情報収

集が難しい視覚障害者にとっては厳しい状況であった。 

 

 避難所内での情報提供としてアナウンスが最も多かったとこ

ろを見ると、自治体は災害時に視覚障害者に対し、情報提供が重

要であることを十分理解していることがわかる。アナウンスによ
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る情報提供は、視覚障害者にとっては有効な情報提供の方法では

あるものの、実際はその場にいなかった人は聞くことができない

ため最も有効であるとは言えない。課題として自治体と視覚障害

者とが日頃からコミュニケーションをとり、お互いを知ることが

必要である。 

 

２．個人情報の開示・提供について 

 当事者アンケートの結果から、個人情報について、７６名 

（９７％）が開示してもよいと回答した。多くの視覚障害者が災

害などの緊急時には個人情報を開示してもかまわないことが結

果として出たが、東日本大震災では多くの自治体が開示には消極

的であった。 

 また、自治体が視覚障害者の支援団体から求められた協力は、

団体から名簿の開示・提供を求められた自治体は９件（１０％）

のみであり、団体から何も要求がなかったと回答した自治体は６

５件（７６％）であった。自治体は、団体からの名簿の開示要求

に８件（８９％）応じることができたとしている。 

 このアンケートとは別に、多くの視覚障害者団体が地域の安否

確認のため自治体に個人情報の提供を求めたことに対し、回答を

得られていない中で、このアンケート結果からは、自治体は、視

覚障害者の支援団体に情報を十分提供しているということにな

る。自治体と視覚障害者との間で、意見や考えの相違が出てきて

いる。個人情報の開示や提供については、個人情報保護法や、障

害者手帳が県の管轄であること等、難しい問題が多いため、一足

飛びにはいかないが、今後の大きな課題の１つである。 

 

 

３．避難所での支援について 

 避難所では障害の有無に限らず、すべての方が満足な支援を受

けることはできないが、視覚に障害があることから支援が受けら

れないことはあってはならない。避難所では視覚障害者の多くが、
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トイレに行くことができない、トイレの使い方がわからない、食

事の配給場所がわからない、移動することができない等、目が見

えない、見えにくいことにより、生活する上で、必要最低限の支

援を満足に受けられずに困っていた。 

 今回の視覚障害当事者からの避難所での意見として、避難所で

基本的な生活ができないことからあえて避難所に行かなかった

人や、視覚障害者は晴眼者と違うことを理解して欲しいと願う意

見があげられた。避難所内においても、周囲に援助を求めても、

「万が一怪我をさせたらいけないので手伝えない」と言われた人

もいた。 

 避難所での支援のあり方について、視覚障害当事者は、個別支

援員の配置３９名（５０％）、個別の情報伝達３９名（５０％）

を求めている。自治体で実施した避難所内での支援は、避難所内

に福祉のスペースを設ける４件（５％）、移動時における個別援

助者の配置８件（９％）、食事や支援物資を直接配付１６件 

（１９％）であった。避難が一時的なものであったとしても、ト

イレ、食事といった、生きることに最低限必要な支援は、視覚障

害の特性に配慮が必要である。 

 避難所では生活が困難な視覚障害者のために、第２次避難所の

設置を自治体に求めている。第２次避難所の設置件数が少ない理

由として、自治体は第１次避難所で対応可能であったためという

意見や、多くの人が自宅へ戻ることができたためとしている。 

 自治体には、第２次避難所の必要性を理解していただくととも

に、第２次避難所に関する視覚障害者への情報提供を十分に行い、

被災した人が第２次避難所に避難しやすいように環境を整えて

いただく必要がある。 

 アンケート結果から、自治体と視覚障害者との意見の相違が多

く見られた。問題を解決するためにも、自治体と視覚障害者とで

コミュニケーションをとり、お互いに理解を深めていく必要があ

る。 
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